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 現在我が国では本格的な人口減少時代、少子高齢化時

代を迎え、国土交通基盤への投資環境が厳しくなると予

想される中、従来の量的な整備ではなく、質的でより効

率的な国土交通基盤の整備を必要としている。 

2008年に閣議決定された「国土形成計画全国計画1)」

においては、一極一軸型から多様な広域ブロックが自立

的に発展する国土構造への転換を目指し、それに対応す

るため、高速交通体系などの戦略的整備を図っていく必

要があると述べられている。その目的を達成するために、

これまでの国土基盤の蓄積を活かしつつ、地域の特性を

踏まえた更なる国土基盤投資を重点的、かつ効率的に推

進していくことを通じて、安定した経済成長と地域の活

力の向上を求め、国土基盤を質的に向上させることが重

要であるとも述べられている。 

 そこで、本研究では、我が国の高速交通体系の利便性

がどのように向上してきたかを長期的に把握するために、

新幹線や高速道路が開通し、高速交通時代の幕開けとな

る直前の1960年から、20世紀末である2000年までの40年

間を対象とし、航空、鉄道、道路の各ネットワークにお

ける各都道府県間を旅行する際のサービス水準の向上を

明らかにすることを目的として分析を行う。 

 

２．従来の研究と本研究の位置づけ 

 

 交通網の整備が及ぼす影響に関する研究は、道路網の 
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整備による影響分析というアプローチから多くなされて

おり、様々な研究成果があげられている。阿部ら2）は、

1975年度から2000年度の25年間について、高速道路整備

に伴う都道府県間所要時間の短縮状況を推計するととも

に、所要時間短縮と貨物流動の利便性改善との関係を消

費者余剰の概念に基づく指標を用いて分析し、高速道路

整備が我が国の地域間貨物流動の利便性改善に及ぼして

きた影響を事後的に検証した。また、児玉3)は、高速道

路の整備が人々の観光レクリエーション活動、日常生活

およびビジネス活動に及ぼす影響について列挙しとりま

とめた。安藤、鄭4）は、道路交通ネットワークによって

生じる人的交流がもたらす経済効果を「ネットワーク経

済性」と定義したうえで、地方市町村の工業生産性と主

要都市までの時間距離との関係について実証分析を行っ

た。さらに近藤5）は、高速道路の整備が都市の商圏に及

ぼす影響を分析し、影響は多大でかつ大きな魅力度をも

った大都市の商圏はますます広がりをみせることを明ら

かにし、今後の四国地域の発展の方向について考察した。 

また、交通手段を複数とする交通網の整備による影

響分析に関する研究もなされており、様々な成果があげ

られている。中川ら 6）は、交通網の整備と都市や地域

の発達との相互関係はまだ十分に解明されていないこと

を指摘し、交通網整備によってもたらされる都市間の交

流可能性を計測する方法について論じた。三浦 7)は、国

内宿泊旅行データにハフモデルを適用し、交通施設整備

による移動時間距離の短縮が地域の来訪者数に与える影

響を感度分析の枠組みで行うことを提案した。さらに近

藤ら 8）は、1960 年、70 年、80 年、90 年における高速

交通体系の整備変化を、旅行時間と費用に着目し、航空、

鉄道、道路の各交通機関を対象として、利用者の時間価

値に基づいて利便性の変化を明らかにしている。 

 このように、交通網の整備による影響に関する既存研

究では数多くの成果が得られている。 

本研究では、分析対象年度を 1960 年から 2000 年の

40 年間とし、航空、鉄道、道路の 3 つの交通機関にお

ける高速交通体系の整備による利便性の向上を交通費用、

所要時間、一般化費用によって把握する。このときに、

利便性を表す2種類の指標を提案し、全国に適用する。 
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（１）分析対象 

a）対象地域 

 本研究の分析対象地域は、沖縄を除いた 46 都道府県

とする。沖縄は、日本において唯一橋で他の島と結ばれ

ていない小さい島であり、他の都道府県と交通体系が異

なるため、対象からは除くこととする。 

b）対象年次 

 本研究の分析対象年次を、戦後我が国の全国高速交通

体系が発展し始めた1960年から2000年の40年間とする。

その間において1960年、1970年、1980年、1990年、2000

年の5つの時間断面で分析を行う。 

c）対象交通機関 

 本研究の分析対象交通機関は我が国におけるすべての

旅客移動量の大半を占めている航空、鉄道、道路の3つ

の交通機関の交通網とする。また、分析対象時点におけ

る全国高速交通体系を構成する航空路の便数 9)、新幹線

の営業距離 10)、高速道路延長 11)を表1に示す。 

 

 
交通機関 1960年 1970年 1980年 1990年 2000年
航空(便数) 87,786 234,166 363,966 418,657 625,630
新幹線(㎞) 0 553 1,177 2,038 2,154

高速道路(㎞) 0 649 2,792 4,771 6,851  

 

（２）交通ネットワーク 

a）航空ネットワーク 

 航空ネットワークは、国内定期旅客路線全線および都

道府県間所在地と空港間のアクセス、イグレス交通機関

としてバス、および鉄道路線から構成される。さらに、

航空ネットワークはすべての都道府県をカバーしていな

いことから、それを補完するために航空ネットワークが

ない都道府県には鉄道ネットワークを追加した。所要時

間は時刻表に基づき算出したが、空港での飛行機待ち時

間に30分を考慮した。また料金の算出には、時刻表にあ

る料金表を用いた。 

b）鉄道ネットワーク 

 鉄道ネットワークは、JR各社の全ての路線から構成さ

れる。所要時間の算出は時刻表によったが、乗り換えが

ある場合は、15分の乗り換え時間を考慮した。料金につ

いても、時刻表の料金算定方法に基づき、新幹線からの

乗り継ぎ割り引き等を考慮して算出した。 

c）道路ネットワーク 

 道路ネットワークは高速道路全線、主要国道と一部地

方道、および主要フェリー路線から構成される。道路距

離や所要時間の計測においては道路時刻表を用いた。ま

た、走行費用ついては、ガソリン代を1㎞走行あたり13

円とした。さらに、フェリーの料金は5m未満の普通乗用

車の料金、高速道路の料金も普通乗用車の料金とした。 

４．サービス水準の向上 

 

（１）推計方法と時間価値 

a）推計方法 

 本研究では、交通機関別の各都道府県に住む1人の住

民が旅行を行う場合の単位距離あたりの旅行費用と所要

時間を計測する。このとき、旅行のケースとして[ケー

ス1]と[ケース2]を想定する。[ケース1]は、各都道府県

に住む1人の住民が1回だけすべての都道府県を訪問する

場合とする。次に、[ケース2]は各都道府県に住む1人の

住民がすべての都道府県を訪問するとし、その訪問回数

は訪問先の人口に比例すると考える場合の2つのケース

を想定する。3つの交通機関における、これらの2つのケ

ースにおける交通費用と所要時間を1960年から2000年に

おいて式(1)から式(4)を用いて計算する。 

 

[ケース１] 

交通費用 

 

所要時間 

 

[ケース２] 

交通費用 

 

所要時間 

 

 ：都道府県 ij間の交通費用   ：都道府県 jの人口 

 ：都道府県 ij間の所要時間      

 ：都道府県 ij間の直線距離 

 

次に、国民にとっての我が国の利便性の向上につい

て考察するため、国民の時間価値に基づき、交通費用と

所要時間の合成関数として算出した一般化費用を用いる。

本研究では旅行における単位距離当たりの一般化費用G

を、式(5)と式(6)によって定義する。 

 

[ケース１] 

 

[ケース２] 

 

：都道府県 iのケース1における交通費用  

：都道府県 iのケース1における所要時間 

：都道府県 iのケース2における交通費用 

：都道府県 iのケース2における所要時間 

：都道府県 iの時間価値 

 

 なお、各交通機関における交通費用および所要時間は、

各都道府県庁間の交通機関別最短経路を求め、その交通
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表1 高速交通網の整備の変化 



機関別最短経路における交通費用および所要時間とし、

各年度における交通費用は、すべて2000年時における貨

幣価値に換算した値を用いる。また、都道府県ij間の直

線距離は、都道府県庁間の直線距離を用いる。 

b）時間価値 

 本研究では、時間価値は所得方式を用いて推計した。

これは平均年収12)と平均労働時間13)を用いて推計する方

式であり、都道府県別の時間価値は式(7)によって算出

できる。 

この式(7)を用いて推計した都道府県別時間価値の平

均値を全国平均時間価値とし、名目の全国平均時間価値

を図1に、名目の時間価値を2000年の貨幣価値に換算し

た実質の全国平均時間価値を図2に示す。 

 

 

：都道府県iの平均年収 

：都道府県iの男性の労働時間 

 ：都道府県iの女性の労働時間 

：都道府県iの男性労働者数 

：都道府県iの女性労働者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図１みると、名目の時間価値は年々値が高くなってい

る。しかし、図2をみると、実質の時間価値は1970年か

ら1980年にかけて時間価値が減少しているが、他の年代

間では上昇している。特に1960年から1970年にかけての

上昇ぶりは大きいことがわかる。これは、労働時間や労

働人口の変化は小さいが、平均年収が大きく上昇してい

ることが原因であると考えられる。 

 

（２）交通費用の変化 

 交通機関別交通費用の変化について、[ケース1]の結

果を図3に、[ケース2]の結果について図4に示す。 

図3、4をみると、[ケース1]の方が[ケース2]より値

が若干大きいが、変化の仕方は同様であることがわかる。

交通機関別にみていくと、航空、道路は60年から70年に

かけて費用が大きく下がっており、60年代に整備された

高速交通体系は即効性が高かったと考えられる。また鉄

道については、横ばいであるが、80年から90年にかけて

値が大きくなっていることが読み取れる。これは1980年

代に国鉄の民営化による運賃改正が影響していると考え

られる。 

 

（３）所要時間の変化 

交通機関別所要時間の変化について、[ケース 1]の結

果を図5に、[ケース2]の結果を図6に示す。 

図 5、6 をみると、すべての交通機関で年々時間が短

縮されており、時代が進むにつれて、交通機関の差が詰

まってきていることがわかる。特に60年から70年にか

けての鉄道の時間短縮は大きく、新幹線の開業による影

響が大きいことが伺える。また、交通費用で最も高い値

を示す航空は、所要時間では全ての年代で最も低い値を

示している。このことは、交通費用よりも所要時間の短

さを優先する利用者にとって、最も好都合な交通機関で

あるといえる。 

 

（４）一般化費用の変化 

交通機関別一般化費用の変化について、[ケース1]の

結果を図7に、[ケース2]の結果を図8に示す。 

図7、8をみると、航空に関しては年々値が減少して

いるが、道路と鉄道に関しては値が増加したり、減少し

たりという上下変化となっている。これは高速交通体系

の整備によって年々費用が削減されたり、時間が短縮さ

れたりしても、時間価値が大きく増加すると、一般化費

用が増加してしまうことが原因であると考えられる。つ

まり、道路と鉄道の一般化費用は時間価値から大きな影

響を受けていると考察できる。 
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図3 全国の平均交通費用の変化(ケース1) 
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５．おわりに 

 

 本研究では、1960年から2000年までの40年間を分析対

象とし、航空、鉄道、道路の各ネットワークにおける各

都道府県間を旅行する際のサービス水準の向上について

分析、考察を行うことによって、我が国の高速交通体系

の利便性がどのように向上してきたかを長期的に把握し

た。 

その結果として、交通費用については、鉄道、道路

で60年代に整備された高速交通体系は即効性が高かった

こと、所要時間については、どの交通機関でも年々短縮

されており、時間という視点での高速交通体系の整備は、

利用者の利便性を向上させていることがわかった。この

ように、年々高速交通体系の整備が進み、費用削減や時

間短縮から利便性が上がっているが、一般化費用は年々

減少というわけでなく、道路と鉄道で値が増減しており、

時間価値による影響が大きいと考えられる。 
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図5 全国の平均所要時間の変化(ケース1) 

図6 全国の平均所要時間の変化(ケース2) 

図7 全国の平均一般化費用の変化(ケース1) 

図8 全国の平均一般化費用の変化(ケース2) 
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図4 全国の平均交通費用の変化(ケース2) 


